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──新しい年を迎え、まずは昨年の世界および日本経
済を振り返りつつ、2018年の企業活動への影響につ
いてご意見をお聞かせいただけますか。

ハリデー　2017年の世界経済は全般的には堅調であ
り、株式市場にもそれが反映され株価が上昇しました。
こうした安定性を背景に、世界中でさまざまなビジネ
スチャンスが拡大傾向にあります。それらのビジネス
チャンスを獲得するためには、マーケットに対して影
響を与えている要因などを把握することが重要になり
ます。例えば、人口動態の変化や全ての業種で見られ
るテンポの速いテクノロジー主導の変化は、今日のビ
ジネスを牽

けん

引しているメガトレンドです。世の中の変
化がますます加速しているため、積極的なテクノロジー
の活用とイノベーションの促進によって効率化と生産
性の向上を図り、変化への迅速な対応が求められるよ
うになるでしょう。
辻　日本では昨年第4次安倍内閣が発足し、今後の動
向を注視しつつも、比較的昨年に同調した状態が続く
ものと思われます。世界情勢については、さまざま
な懸念事項が考えられます。昨年は、地政学的な不確
実性が増す中、自国の経済に与えるインパクトについ
て多くの議論が交わされました。世界の政治や経済の
激動による事業環境の変化を懸念する局面もあり、日
本の経済や企業活動への影響は、まだまだ先の読めな
い状況が続くと思われます。予測が難しい状況だか
らこそ、AIやロボティクスといった先端デジタル技
術を積極的に導入することにより競争力を強化し、効
率性と高付加価値を追求することが、企業が勝ち抜く
ために必要なアクションだと思います。昨今のデジ
タル技術の進化は、業種を問わずあらゆる企業活動
に大きな影響を及ぼし、産業構造自体さえも変わら

ざるを得ない状況になってきています。しかも進化
の速度が非常に速まっています。近年、「Innovative 

Technology」、あるいは「Emerging Technology」、
時として「Disruptive Technology」といわれるよう
な新規の技術が世の中のさまざまな局面で取り上げら
れています。これらの中にはわれわれの5年後、10

年後の生活や企業活動をまるで変えてしまう可能性を
持ったものもあるでしょう。これらが企業活動の場に
おいて、意思決定への介入、業務効率性の飛躍的向上
をもたらすなどさまざまな見方があります。しかしな
がら、膨大な業務を前に、毎日待ったなしのジャッジ
メントをし、リーダーシップを発揮する必要がある役
職者の方にとって、デジタル技術の進化への対応と活
用が、引き続き今後の企業戦略の要となってくるで
しょう。
ハリデー　企業戦略といえば、少し前まではサプライ
チェーンや財務、人事に関することが多くを占めて
いましたが、今や筆頭はデジタル戦略です。現在は、
ユーザー、代理店、メーカーなど企業を取り巻くさま
ざまなステークホルダーとどのようにコミュニケー
ションを取っていくか、そのためにはどのようなデジ
タル戦略を取っていくのかが、何よりも重要な課題と
なっています。変わらないコア・ミッションと、目ま
ぐるしく変わっていく現代のテクノロジー環境を、ど
のようにつなげていくのかが命題となるでしょう。そ
の際には、課題とテクノロジーの位置付けを明確に
し、経営とテクノロジーをつなぐ人材を確保すると
いった組織の体制をどれだけ早く整えることができる
かが、その先を大きく左右するとも考えられます。

──テクノロジーの進歩が進む中で、CFOやファイナン
ス部門に求められるものも非常に増えています。企業
のCFOやファイナンス部門には、どのような変革が求
められているとお考えですか。

辻　デジタル技術の進化により、あらゆるデータが集
約されるファイナンス部門は、ビジネス上の判断にお
いて、より重要な存在となってくると思います。CFO

は企業組織やプロセスを常に監視して本来提供すべき
付加価値は何かを問い続け、組織やプロセスを健全な
状態にすることが求められます。通常、トップマネジ
メントが業務の管理を行う場合はプロセス全体を付加

Ⅰ　堅調な経済を背景に加速する社会の変化

Ⅱ　デジタル戦略で重要度を増す
　　CFOとファイナンス部門

EYは、アシュアランス、税務、トランザクション
およびアドバイザリーなどの分野における世界的な
リーダーです。新日本有限責任監査法人は、EYが誇
る日本におけるメンバーファームです。2018年の新
年特別対談は、EY Japanのチェアマンであるスコッ
ト K. ハリデーと新日本有限責任監査法人の理事長で
ある辻 幸一が、世界および日本経済の展望、最先端
技術がファイナンス部門や会計監査に及ぼす影響など
についてお伝えします。
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価値の連鎖として見なし、部分最適ではなく全体最適
の視点で全体を可視化して、改善のPDCAサイクルを
回していく必要があります。よって、経営に資する
CFOとなるために、日々直面している膨大な業務に
デジタルテクノロジーを活用することにより、人がな
すべき「判断」という業務に集中できる環境を作ると
いった変革が必要でしょう。つまり、デジタルテクノ
ロジーがCFOやファイナンス部門へ与える影響を想定
し対応することにより、今後のファイナンス部門の機
能の強化や高度化につながるのではないかと思います。

ハリデー　ファイナンス部門は、大量のデータをいか
に整理し、活用するかが重要になっており、すでに多
くの企業でAIの導入も進んでいます。そして、デジタ
ル技術の進化に伴い、当然ながらCFOの役割も変わっ
てきています。ファイナンス部門が整理し、分析・加
工したデータを、トップマネジメントの判断のために
ダッシュボード化することで、今後の可能性を示唆す
る指標として、CEOと議論し、経営判断をしていく
のがCFOの重要な役割となるでしょう。

──これまで以上に経営センスや判断力が求められる
ということですね。多くの企業が国外に進出していま

すが、CFOはどのようなことに留意して進めていくべ
きでしょうか。

ハリデー　まず、CFOは常に市場を評価し、変化を充
分に活用する機会を探し求めなければなりません。次
に、CFOは、国際舞台で競争するためのスキルを組織
の中で確実に構築していく必要があります。そして、
CFOが高い信頼性と組織にとって「正しいことを実行
する」模範を自ら示すことです。また、これらを遂行
するために、CFOが直面している複雑で手間のかかる
プロセスをAIやロボティクスの導入により自動化す
ることで、効率化と柔軟性を高め、CFOが成すべきこ
とに集中できるようになると考えます。
辻　クロスボーダーに活動している企業のタックスリ
ターンなどは、まさに自動化による大幅な効率化が図
れる業務ですね。これからは、一定のルールに従った
処理を行うだけの業務を機械化して効率性を高めてい
くとともに、人間にしかできない作業、すなわち正解
が一つでない業務や状況が毎回異なるような業務、コ
ミュニケーションを必要とする業務によっていかに企
業価値を高めていけるのか、人員配置も含め体制と業
務の在り方をCFOは考える必要があります。技術が進
化すれば情報の活用方法もビジネスモデルもどんどん
変わっていきます。固定観念にとらわれることなく、
柔軟かつ斬新な発想ができれば、予想もしない急速な
変化もチャンスとすることができるでしょう。

──変化を捉えて柔軟に進めていくことが重要だとい
うことですね。さらに企業が成長をするための戦略と
して最も有力だと思われることについてお話しいただ
けますか。

ハリデー　何よりも、企業は明確なビジョンと戦略を
掲げる必要があります。自らが事業を営むマーケット
を深く理解し、そこで起こる変化を常に注視していな
ければなりません。ディスラプションの波に飲み込ま
れないようにするというよりむしろ、自身のビジネス
をどのようにディスラプトするか考える必要がありま
す。また、企業は変化にオープンになり、変化を好意
的に受容する組織を擁する必要があります。組織のた
めにイノベーション思考を掲げ、それを醸成しなけれ
ばなりません。これからは絶え間ない変化の時代なの

Ⅲ　自動化で効率化を図り
　　企業価値の向上業務に集中を

Ⅳ　自ら変化の波に乗ることが
　　さらなる成長の鍵に

大量のデータから経営指標を示すことが
これからのCFOの重要な役割です。
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Scott K. Halliday × Koichi Tsuji

柔軟かつ斬新な発想で臨むことで
予想外の変化もチャンスとなし得ます。

です。企業はそれを受容しなければなりません。
辻　また、有力な成長戦略として挙げられているの
は、M&Aであり、次に新しい地域への市場の参入だと
思われます。企業のバランスシートは改善しており、
積極的なM&A戦略を展開できる状況にあります。国
内はもとより国外においてもM&A市場は活発で、日
本市場におけるここ数年のM&Aの件数は、増加傾向
にあり伸長しています。競争が激しいため多くの企業
が国内外の両方でターゲットを探していますが、この
戦略にも、為替のリスク、M&Aを実行し成果を出せ
る人材の不足などの問題も考えられます。さまざまな
懸念事項があるため、企業のリーダーは自らの課題に
対応していくために、テクノロジーと人材、サプライ
チェーンをより効率化し、それらを強みとして動いて
いく必要があると思います。

──デジタル技術の進化に伴い多面的な展開をされて
いますが、EYのテクノロジーを活用した現在の取り組
みと、今後の方向性についてお話しいただけますか。

ハリデー　EYでは、最新デジタル技術を社内の研修
やクライアントへのサービスに取り入れています。例
えば、EYでは全世界25万人以上のプロフェッショナル
に最新のデジタル技術に関する研修プログラムの受講
を義務づけており、また監査手続きにはiPadとiPhone

を活用しています。さらに、世界中のクライアントの
アイデアやニーズを、新しいサービスの研究や導入に
活用するため、数年前にイノベーションセンターを設
立しました。また、クライアントとのイノベーション
に関する意見交換の場として、「WaveSpace」と呼ば
れる最新デジタル技術を導入したファシリティも備え
ています。今やEYでは1,000以上のソフトウエアロ
ボットが稼働しており、多くの新しいテクノロジー
ツールをアシュアランス、アドバイザリー、税務、ト
ランザクションサービスのために活用しています。テ
クノロジー主導の変化は、今後も確実に加速していく
でしょう。現在そして未来のビジネス環境に対応し、
クライアントにより良いサービスを提供できるよう、
EYはこのような変化を正面から受け止めて、さまざ
まな取り組みを積極的に行っていきます。
辻　新日本有限責任監査法人では、監査先企業や社会
の期待に応えるため、また監査品質のさらなる向上の

ため、EYの先行している技術を取り入れながら、デー
タ分析やAIの監査への活用を積極的に進めています。
一例ですが、AIが財務諸表の訂正傾向などから将来
のリスクを予測したり、異常仕訳を自動的に検知した
りする技術を監査現場に導入し、効率的で深度ある監
査の提供を行っています。そして、監査業務の効率性
を高めることにより、監査人は企業のビジネスの理
解、専門性に基づく分析や判断、および被監査会社と
のコミュニケーションに、より集中できるようになり
ます。

ハリデー　先端デジタル技術がいかに進化しても、ク
ライアントのビジネスも私たちのサービスも、主役が
人であることは変わりません。技術の進歩による業務
の高度化や合理化の実現とともに、その業務を担う人
にも変革が求められています。
辻　監査業界を取り巻く環境は目まぐるしく変化し、
社会から寄せられる期待はこれまで以上に高まってい
ます。私たちはこれからも進化し続け、グローバル組
織としての多様な視点と専門性を融合させながら、ク
ライアントの皆さまのリスクや課題の解決を支援して
いきます。
ハリデー　「より良い社会の構築を目指して」という
EYの理念は、私たち全ての目標です。そのためには、
日々、高品質な監査の実践を追求していくことです。
2018年も、EYが一丸となって、理想の実現に向け
て歩んでいきたいと思います。

Ⅴ　デジタル戦略時代も
　　企業活動の主役は「人」
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